
Ⅰ．はじめに

第26回学術集会のテーマを「『みんなで創る地域包括
ケアシステム』の今を検証する」と設定した．「地域包括
ケアシステム」という言葉は，2005年の介護保険法改
正で初めて使われ，少子高齢化の進行が引き起こすと予
想される問題を緩和するために，地域包括支援センター
の創設が打ち出された．その後，2014年には「医療介
護総合確保推進法」が施行され，地域包括ケアシステム
の構築が全国的に推進された．また，「にも包括」と呼
ばれるように，2017年の「これからの精神保健医療福
祉のあり方に関する検討会」報告書において，精神障害
者にも地域包括ケアシステムのサービスが展開されるよ
うに方向づけられ，そして，さらに障害者へもその考え
方は広がっている．
日本地域看護学会は，「地域看護学は，実践領域であ
る行政看護，産業看護，学校看護，在宅看護で構成され
ている」という設立当初からの定義を2019年に見直し
た．その再定義のなかには「地域看護学は，多様な場で
生活する，さまざまな健康レベルにある人々を対象とし，
その生活を継続的・包括的にとらえ，人々やコミュニ
ティと協働しながら効果的な看護を探究する実践科学で
ある」とある．この発展上に地域包括ケアシステムが構
築されると考えることができる．また，地域包括ケアシ
ステムが本格的に政策として現れてから20年がたち，
その成果を検証する機会とすることも含め，今回の学術
集会のテーマとした．とはいうものの，学術集会長であ
る著者の専門領域は高齢者ではなく，学校保健と産業保
健である．そのなかで，地域包括ケアシステムとしての

取り組みの成果を検証できるテーマとして，喫煙防止対
策を取り上げてみることとした．また，喫煙防止対策が
広義（高齢者に限定されることがない）の地域包括ケア
システムととらえることができるのかということについ
ても論じてみたい．

Ⅱ．青少年の喫煙に関する意識，行動の変化

喫煙に対する青少年の意識は大きく変化してきた．文
部科学省で実施された「薬物等に対する意識等調査報告
書」1）から2000年，2006年，2013年の推移を図1・2に
示した．たばこに対する興味や喫煙したことがある率は
男子のほうが高い傾向にあるため，今回は男子の値のみ
を示す．「たばこを吸うと健康に害があると思いますか」
という問いに対しては，いずれの年度も85％以上が「お
おいに害がある」と回答していた（図1）．一方で，「未
成年の喫煙は禁じられていますが，あなたはこれまでに
たばこを吸いたいと思ったことがありますか」という問
いに対しては，図2に示すように，年々減少する傾向が
あった．特に，高校3年生男子では2000年の43.5％か
ら2012年では14.2％まで減少していた．
著者が養護教諭として勤務していた国立大学附属中学
校3年生に対して1989年にたばこの授業に先立って調
査したものでは，「喫煙したことがありますか」という
質問に対して，「喫煙経験があり」と回答したものは，
17.1％（134人中23人）であった．さらに，「喫煙した
きっかけは何ですか」という質問への回答では，「おも
しろそうだから」10人，「友人に勧められて」5人，「家
族に『一度吸ってみろ』と言われて」6人という状況で
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あった 2）．当時の家庭や社会が喫煙に寛容であった状況
を反映している結果であろう．
このように，中高生に喫煙の害の知識や喫煙に対する
意識が大きく変化してきた背景には，喫煙の害に対する
研究成果，社会の活動，法的規制，教育の推進などが複
合的に関わっているといえる．それらを概観してみる．

Ⅲ．これまでの喫煙に関する日本と世界の動向

日本の喫煙防止対策の進化に大きな影響を与えた出来
事を振り返ってみる（表1）．1964年の米国厚生教育省
公衆衛生局がたばこと肺がん等疾患との関係性を発表し

た報告書として「喫煙と健康」がある 3）．この報告書は
わが国でも大きな反響を呼び，その結果として，1965

年1月に厚生省児童局長「児童の喫煙禁止に関する啓発
指導の強化について」という通知を発出し 4），そのなか
に「喫煙と健康」の内容を引用している．

1981年には有名な平山雄氏による，喫煙者の妻の肺
がん死亡リスクが高くなるという疫学研究が報告され
た．いまでこそ，受動喫煙の害は周知の事実であるが，
その先駆けとなったものである．日本の29保健所管内
に住む91,540人の大規模コホート研究であり，世界に
も大きな衝撃をもたらした 5）．

1986年には国際がん研究機関（International Agency 
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図1　青少年の「喫煙の健康被害」に関する知識
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図2　青少年の喫煙に関する興味
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for Research on Cancer；IARC）が能動喫煙は口腔，咽
頭，喉頭等のさまざまな機関に対して発がん性があると
いう報告を出した 6）．なお，IARCは2004年に受動喫煙
は肺がんの原因であるとして発表している 7）．
国内では，1987年に公衆衛生審議会が厚生大臣に対

して意見具申し，国として初めて喫煙と健康の問題を総
合的にとらえた「喫煙と健康問題に関する報告書」（通称
「たばこ白書」）を公表した 8）．

1988年には，WHOが5月31日を世界禁煙デーと定
めて世界各国で活動が行われている．日本においても
1992年より5月31日～6月6日を禁煙週間と定めて
キャンペーンなどが開催されてきた．

1992年には，労働安全衛生法の改正「事業者が講ず
べき快適な職場環境の形成のための措置に関する指針」
に受動喫煙対策が取り入れられた．しかし，この段階で
は企業の多くは施設内禁煙ではなく，空間分煙，時間分
煙（喫煙できる時間を定めること），喫煙室の設置の実
施を進めることとなった．そのため禁煙時間の前に喫煙
が多くなる，喫煙室の周囲の煙もれが問題となることも
あった．

1995年には公衆衛生審議会が21世紀に向けた総合的
なたばこ対策の礎として，「防煙対策」「分煙対策」「禁煙
支援・節煙対策」とすることを定め，国としてこの3つ
の方面から対策を行うこととなった 9）．この時期に至っ

ても，「分煙対策」なのである．
2002年には，ようやく健康増進法が制定された．人
が集まる場所での受動喫煙防止に向けた措置を努力義務
化することが記載されている．
日本の喫煙防止対策にアクセルをかけることとなった
のが，当初2020年に予定されていた東京オリンピック
である．また，それらの対策を進めるうえでの根拠とな
るエビデンスとして「たばこ白書」（2016年）が15年ぶ
りに改訂された 10）．国立がん研究センターが受動喫煙の
発がん性のリスク評価を，「ほぼ確実」から「確実」へと
引き上げた．2018年には，健康増進法が改正され，望
まない受動喫煙を防止するための取り組みを制度化
（2020年より全面施行）されて，現在へと至っている．
このように，喫煙や受動喫煙の害を明らかにする研究
やキャンペーン，法規制とさまざまな動きにより，喫煙
に寛容であった社会が確実に変わってきたのである．
社会の変化としては，たばこパッケージの側面に「健
康のため吸いすぎに注意しましょう」という表示が義務
化されたのが1972年，続いて1985年以降の「たばこ広
告に関する指針」が大蔵省より出された．それまで時間
を定めて自主規制されていたテレビなどでの広告が，
1998年には全面的に自主規制となった．いわゆる「恩
賜のたばこ」といわれた菊の紋章が入ったタバコが宮内
省で用いられていたが，2006年には製造を中止した．

表1　喫煙対策に関わる近年の動き

年 WHO等の動き 日本の動向

1964 米国厚生教育省公衆衛生局による，たばこと肺がん
等疾患との関係性を発表した報告書「喫煙と健康」

厚生省がこの報告書を受けて「児童の喫煙禁止に関する啓発指導の強化について」を発出

1981 喫煙者の妻の肺がん死亡リスクに関する論文：受動喫煙（平山雄）

1986 国際がん研究機関（International Agency for 

Research on Cancer：IARC）能動喫煙は口腔，咽
頭，喉頭等様々な器官に対して発がん性がある．

1987 公衆衛生審議会が厚生大臣に対して意見具申し，国として初めて喫煙と健康の問題を総
合的にとらえた「喫煙と健康問題に関する報告書」（通称「たばこ白書」）

1988 世界禁煙デー（5月31日）の設定

1992 労働安全衛生法の改正「事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関する
指針」に受動喫煙対策が取り入れられた

1995 公衆衛生審議会が21世紀に向けた総合的なたばこ対策の礎として，「防煙対策」，「分煙
対策」，「禁煙支援・節煙対策」

2002 健康増進法の制定，人が集まる場所での受動喫煙防止に向けた措置を努力義務化

2004 IARC：受動喫煙は肺がんの原因である．

2016 国立がん研究センター受動喫煙の発がん性のリスク評価を，「ほぼ確実」から「確実」へ
と引き上げた．「たばこ白書」改訂

2018 健康増進法の改正，望まない受動喫煙を防止するための取り組みを制度化（2020年より
全面施行）
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また，公共交通機関である電車車両内にも灰皿が設置さ
れていたように，通勤用の一部の列車を除き，一般的に
電車内での喫煙は可能であった．1976年に新幹線「こ
だま」の16号車に禁煙車が初導入されてから，徐々に
禁煙車が拡大し，JR東海・JR西日本・JR九州の3社は
2024年春に東海道・山陽・九州新幹線車内の喫煙ルー
ムをすべて廃止する予定となっている 11）．

Ⅳ．学校保健における喫煙防止教育

著者が中学校の養護教諭として，保健体育の授業の一
部を担当することになったのが，1985年であった．試
行錯誤を繰り返しながら，「たばこ，アルコール，薬物
乱用防止」に関する授業を行い，徐々に体系化していっ
た．1989年の紀要にはその実践状況を報告した 2）当時
は，1981年の平山論文 5）による受動喫煙の害が一般でも
取り上げられてきた時期ではあったが，たばこの害に関
する情報も十分ではなかった．そこで，喫煙習慣が広がっ
た歴史から健康被害等，経済的損失等の系統的な知識を
まとめた小冊子をテキストとして作成した．さらに，視
聴覚教材として，ビデオなどに加えて，喫煙した肺をイ
メージできるようなモデル（両肺をイメージできるよう
に綿花をおいて，片方にはたばこの煙を吸引できるよう
にした）を作成した．さらに，透明のアクリルの箱に入
れたハツカネズミにたばこの煙を吸引させるといった実
験を行ったり（現在では，動物虐待にあたると考えられ
るため，勧められない），喫煙防止に向けた生徒のコミュ
ニケーション能力の向上を図るために，先輩からの喫煙
の誘いを断る場面を想定したロールプレイを行った．
学校教育の内容は学習指導要領に定められているが，
喫煙防止に関する教育が中学校・高等学校の学習指導要
領に記載されたのは1989年であった．つまり，学習指
導要領に記載される前より先進的に取り組んでいたわけ
である．当時は，喫煙防止教育を行っている教員は数多
くなかったものの，教育者同士つながりをもって活動し
ていた．

1990年代には，ロールプレイングゲームの感覚で学ぶ
「SMOKE BUSTERS」が発表され 12），Japan Know Your 

Body（JKYB）はライフスキル教育の一環として喫煙防
止教育を行ってきた 13）．また，西岡らが発表したNICEⅡ
（Nippon Intervention Study for Cigarette Free 

Environment）は介入モデルがPRECEDE-PROCEED

モデルを参考にしたもので，教育の成果を行動におくこ

と，健康関連行動が複合的な要因の関係性の結果である
ことを想定して，複合的なアプローチで健康教育プログ
ラムを構築した 14）．このように，喫煙防止教育は内容や
アプローチ方法という点で目覚ましい発展を遂げた．
また，児童・生徒にとっては身近な社会環境である，
学校敷地内の全面禁煙措置も遅い動きではあったものの
確実に改善していった．敷地内禁煙を行っていた学校は
2005年では45.9％であったが，2012年に82.6％，2017

年に90.4％という状況であった 15）．
西岡ら14）のNICEⅡの枠組みをPRECEDE-PROCEED

（2022年版）16）におけるたばこ対策との関係でみてみる
と，準備因子，強化因子，実現因子のみならず，たばこ
の広告の自主規制や健康増進法などによる受動喫煙の防
止対策など，さまざまな政策的取り組みと保健行動の変
化の関係性がわかる．
その成果として，1965年に男性の喫煙率が82.3％で

あったのに比較して，2018年には27.8％までの減少が
可能になったといえよう（図3）17）．
しかしながら，喫煙防止教育の手を緩めてよいわけで
はない．2023年に著者の勤務している大学1年生100

人に「喫煙やたばこについてのイメージを3つまで書い
てください」といった簡単なWeb調査を行った．それら
の結果をワードクラウドで表現したものが図4である．
データをそのまま投入したものではあるが，大まかな傾
向としてたばこに対して，ネガティブなイメージができ
あがっていることがわかった．しかし，「かっこいい」
という言葉が6件あった．うち，2件は「かっこいいと
思っていそう」というものであったが，多くはないもの
の「かっこいい」というイメージがあるということは，
まだまだ，喫煙防止教育（電子タバコ，加熱式たばこ等
を含む）を着実に進めていく必要性があること，薬物防
止教育を同時に展開していくことの必要性を認識したと
ころである．
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図3　男性の喫煙率の変化
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Ⅴ．ケアシステムとして考える学校保健

学校保健をケアシステムという概念で考えてみたい．
システムというのは，辞書などには下記の要素が記載さ
れている．
・複数の構成要素からなる（構成要素，要素，部分，部
品などと呼ぶ）
・構成要素間に関係・関連がある（関係，関連，構造，
秩序など）
・それらが1つの全体をつくる（全体，組織体，有機体，
システムなど）
・各構成要素が全体のために働いている
・全体が1つの働きをもっており，全体には，その構成
要素を単純に集合しただけでなく有機的に働く（働
き，機能など）
つまり，ケアシステムというのは，健康問題を互いに
関係しあうシステムとして理解して，対策や方略を多角
的に考えるということになるのであろう．地域での生活
を守るケアシステムは，医療提供システムや親子保健福
祉システム，健康危機管理システム，健康づくり・健康
増進システムなどのサブシステムが構築されており，互
いに関係しあいながら地域包括ケアシステムに形成され
るのではないかというイメージ図（図5）である．これ
は，もとより地域包括ケアシステムは高齢者のためのも
のではなく，障害者も親子もあらゆる年代のものが含ま
れるという図柄である注）．

厚生労働省は地域包括ケアシステムを紹介するHP18）

で，「日本は，諸外国に例をみないスピードで高齢化が
進行しています．65歳以上の人口は，現在3,500万人を
超えており，2042年の約3,900万人でピークを迎えま
すが，その後も，75歳以上の人口割合は増加し続ける
ことが予想されています．このような状況のなか，団塊
の世代が75歳以上となる2025年（令和7年）以降は，
国民の医療や介護の需要が，さらに増加することが見込
まれています．」そして，「このため，厚生労働省におい
ては，2025年（令和7年）を目途に，高齢者の尊厳の保
持と自立生活の支援の目的のもとで，可能な限り住み慣
れた地域で，自分らしい暮らしを人生の最期まで続ける
ことができるよう，地域の包括的な支援・サービス提供
体制（地域包括ケアシステム）の構築を推進していま
す．」としている．この説明の前段の「 」は高齢社会と
いう事実を述べているものである．後段の「 」では地
域包括ケアシステムの対象を「高齢者」に限定している
ように読み込める記述である．僭越ではあるが，後段を
「このため，日本に暮らす人々が，健康を保持・増進し，
自立し豊かな生活を送るための支援を目的として，可能
な限り希望する地域で，自分らしい暮らしを人生の最期
まで続けることができるよう，地域の包括的な支援・
サービス提供体制（地域包括ケアシステム）の構築を推
進しています．」として，地域包括ケアシステムの対象
があらゆる健康段階になっている文章が適切ではないか
と考えている．今回，喫煙防止対策を学校保健の立場か

図4　著者の勤務大学の1年生の意見（ワードクラウド）
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ら述べたが，学校保健は，健康づくり・健康増進システ
ムとして存在し，健康危機管理システム，親子保健福祉
システム，医療保健福祉システムとも関係しあう存在で
ある．そして，著者が養護教諭として働いていたときの
「健康課題」のひとつに，「喫煙を防止する」ことがあっ
た．1980年代の未成年の喫煙は，知識の問題というよ
りも，家庭の影響，周りの仲間の影響，喫煙に対して寛
容な社会というシステムのなかに存在していた．著者は，
自分がみている目の前の子どもの健康課題に取り組んで
いただけではあったが，健康づくりシステムを推進する
1つの動きをしていたのではないかと考える．教育や予
防の成果は10年後，20年後にならないと現れないとい
われるが，喫煙対策の成果は，50年が経過し，男性の
喫煙率が約1/3に低下したという成果が出ている．喫煙
対策は，健康教育のみならず，たばこの自動販売機の禁
止，たばこのコマーシャルの禁止，たばこの価格の上昇，
公共交通機関の禁煙化，健康増進法等による受動喫煙の
制限などの多角的な対策が成果として実を結んできたと
いえる．そして，健康日本21の最終評価では，高校3

年生男子の喫煙者は3.1％（2017年）となっており，将
来のさらなる喫煙率の低下が見込まれる．

Ⅵ．DX時代のたばこ対策の可能性

DX（デジタル・トランスフォーメーション）時代にお

いて，喫煙防止対策はさまざまな可能性が考えられる．
海外での研究をみると，喫煙防止対策については，

Virtual Reality（以下，VR）やアバターなどを活用した
教育方法が展開されている．禁煙においては，すでに多
くの研究がなされており，そのシステマティックレ
ビューも行われている 19）．また，著者はVRによる禁煙
教材の展開として，たばこの煙が充満する喫煙室への没
入体験等を考えたが，実際には，高校生を対象にした電
子タバコの防止対策として，教育用仮想現実ゲームなど
が開発され，高校生の知識や意識が大きく変化すること
が報告されている 20）．電子タバコは，スマートなイメー
ジや健康への影響が少ない，周りに迷惑をかけないとい
うイメージができあがりつつある．電子タバコ，加熱式
たばこの健康への害も研究により明らかとなってきたと
ころであるが，これらの害についてより研究が進むこと
を願っている．
すでに，いくつかの自治体で，禁煙を希望する人に対
して「卒煙支援アプリ」が実用化されている．また，妊
婦の禁煙や産後の喫煙再開などの対策や受動喫煙対策の
環境づくりにもDXが活用できるのではないかと考え
る．大阪市は，20歳以上かつ大阪市民のうち，「20歳未
満の人と同居している喫煙者」「妊婦と同居している喫
煙者」「喫煙している妊婦」等の妊婦や子育て世代を対象
とした卒煙支援事業を始めた 21）．著者の発想の域を出な
いが，母親が母子健康手帳を受け取ったら，スマートフォ
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図5　地域での生活を守るための地域包括ケアシステムのイメージ図
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ンアプリに妊婦支援サービスの内容の一環として，喫煙
と飲酒の害が届く，さらにそれらのメッセージを送りた
い家族にも送信することができるといったものがあれ
ば，周りの人にさりげなく禁煙を促すことができるので
はないだろうか．
さらに，ウェアラブル端末を活用して，タバコの煙に
近づくとスマートウォッチからアラームが鳴ったり，禁
煙支援でも，個人が喫煙していた時間に，スマートフォ
ンから「深呼吸しましょう」とか「好きな曲」が流れる
等，さまざまな発展性が考えられる．
ケアシステムを展開させるうえで対象者が知識をもち
自分の健康に主体的に関わろうとすることが根本であ
り，地域看護学として忘れてはならないことであると考
える．地域看護学が取り組む健康課題は幅広い．今後，
多くの研究者，実践者，当事者が力を合わせて地域包括
ケアシステムを推進し，成果を出していくことを願うと
ともに，第26回学術集会にご協力いただいたみなさま
に深く感謝する．

【注】
図5は，著者と春山早苗氏（自治医科大学）が活動のなかで
たたき台として検討した図ではあるが，これまでに公表したこ
とはないため，今回初めて公表するものになる．
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